
1．調査対象学校数

分校と本校は、まとめて１校とする。

2．外国語(英語)教育担当者の状況

学級 学級

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人特別非常勤講師 593 250

中・高等学校所属教員 1,413 164

非常勤講師 1,681 590

専科教員等
（当該小学校所属教員）

2,668 382

他小学校所属教員 239 47

同学年他学級担任
（授業交換等）

1,020 77

他学年学級担任
（授業交換等）

541 26

外国語教育担当教員数 73,758 6,973

学級担任 65,603 5,437

外国語活動を実施
教科としての
外国語を実施

５・６年生の学級数 68,601 5,720

　2-（1） 外国語教育担当教員数

５・６学年の外国語活動又は教科としての外国語について、担当する教員人数を記入すること。
なお、複数の教員で行っている場合は全ての教員について記入すること。

（例）5年1組…外国語活動。学級担任
　　　5年2組…外国語活動。学級担任
　　　6年1組…教科としての外国語。T･T。主担当：専科教員等。副担当：学級担任。
　　　6年2組…教科としての外国語。T･T。主担当：専科教員等。副担当：学級担任。※1人の専科教員が2クラス担当
⇒上記の状況で実施の場合、表中では、以下の記載となる。
　　「外国語活動を実施」の「５・６年生の学級数」及び「学級担任」の欄に「２」。
　　「教科としての外国語を実施」の「５・６年生の学級数」及び「学級担任」の欄に「２」、「専科教員
　　等（当該小学校所属教員）」の欄に「２」

注１）「専科教員等（当該学校所属教員）」とは、外国語教育のみを担当する教員のほか、学級担任となっていない
　　教員で外国語教育を担当する教員をいう。

注２）　「特別非常勤講師」とは、教育職員免許法第三条の二第一項の規定に基づき任用されている非常勤講師をいう。

平成28年度公立小学校・義務教育学校（前期課程）における英語教育実
施状況調査【集計結果】

※調査基準日は、指定がない場合、平成28年１２月１日現在とします。

平成28年度

小学校数 19,679
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学級 学級

学級 学級

学級 学級

学級 学級

学級 学級

学級 学級

学級 学級

学級 学級

学級 学級

3．英語教育に関する研修の受講状況

【平成28年度】※調査日以降に実施が予定されている研修を含め記入すること。

20,310 人 30 人 11,327 人 44 人

2,119 人 226 人

民間企業等が主催する研修

国内研修 海外研修

研修を受講した教員数

実施した教育委員会の数 430 11 64 5

研修を受講した教員数

市区町村教育委員会が主催する
研修

都道府県・指定都市教育委員会
が実施する研修

国内研修 海外研修 国内研修 海外研修

特別非常勤講師 97 32

 3-（1）市区町村教育委員会等が集中的に実施する研修

注１）本設問における「集中的に実施する研修」とは、小学校教員を対象として、複数日に
　　わたって小学校教員の英語力や英語指導力の向上を図る研修（中・高等学校教員との合
　　同ので実施されるものを含む。）とする。また、研修が断続的に複数日にわたって実
　　施されるものを含む。

注２）研修の受講が、自費によるものか公費によるものかは問わない。

主
と
し
て
担
当
す
る
教
員
の
区
分

学級担任 64,019 5,209

同学年他学級担任
（授業交換等）

811 68

他学年学級担任
（授業交換等）

434 19

中・高等学校所属教員 432 55

非常勤講師 422 85

専科教員等
（当該小学校所属教員）

2,279 247

他小学校所属教員 107 5

外国語活動を実施
教科としての
外国語を実施

５・６年生の学級数 68,601 5,720

　2-（2）  主として担当する教員別の学級数

　５・６学年の外国語活動又は教科としての外国語について、主として担当する教員の区分ごとに
学級数を記入すること。
（例）5年1組…外国語活動。学級担任
　　　5年2組…外国語活動。学級担任
　　　6年1組…教科としての外国語。T･T。主担当：専科教員等。副担当：学級担任。
　　　6年2組…教科としての外国語。T･T。主担当：専科教員等。副担当：学級担任。※1人の専科教員が2クラス担当
⇒上記の状況で実施の場合、表中では、以下の記載となる。
　　「外国語活動を実施」の「５・６年生の学級数」及び「学級担任」の欄に「２」。
　　また、「教科としての外国語を実施」の「５・６年生の学級数」及び「専科教員等（当該小学校所属
　　教員）」欄に「２」
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【平成28年度】※調査日以降に実施が予定されている研修を含め記入すること。

22,279 回 372,143 人

4．小学校教員の英語免許状所有の状況

人 人

人 8573 人 4326 人 1762 人 2667 人346,094

注2）「調査対象教員数」とは、調査基準日時点において小学校に所属し、授業を担当している教員(校長、副校長、教頭、主
幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、講師(常勤に限る。))を指す。なお、臨時的任用の者及び非常勤講師は除く。

注3）小学校外国語活動等を担当するために、中学校、高等学校から来ている英語担当教員は除く。

調査対象教員数・・（a）

(a)のうち、海外留学経験等のある教員数…(b)

～1ヶ月未満
1ヶ月以上～

半年未満
半年以上～

1年未満
1年以上～

英語免許状所有者数 17,749 調査対象教員数 346,094

5．教員の海外留学経験等の状況　【教員数を入力する】

注1）「海外留学経験等」とは、海外にある学校や研修施設等へ通った実績を指す。
　　　高等学校卒業段階までに海外に在留し、現地にある学校（日本人学校を除く）へ通った経験を含む。

注１）平成28年度に実施した（する）英語教育に関する校内研修について、実施回数及び受講延べ
　　人数を記入すること。

実施回数 受講延べ人数

注1）「調査対象教員数」とは、調査基準日時点において小学校に所属し、授業を担当している教員(校長、副校長、教頭、主
幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、講師(常勤に限る。))を指す。なお、臨時的任用の者及び非常勤講師は除く。

注2）小学校外国語活動等を担当するために、中学校、高等学校から来ている英語担当教員は除く。

注3）「英語免許状」とは、中学校・高等学校の臨時免許状及び特別免許状を含む。

　3-（2）　校内研修の実施状況

小学校 3

6．小学校教員の英語力の状況　　　【教員数を入力する】

人 人 人

人

※教育委員会において、上記注２以外の資格・検定試験により教員の英語力を把握し、英検準1級
　以上等に相当する資格等を有する教員がいる場合は、次の項目に記入すること。

※この場合、「英検準１級以上等に相当する」とは、CEFR（外国語の学習・教授・評価のためのヨー
　ロッパ共通参照枠）Ｂ２レベル以上すること。

英検準１級以上相当を取得
している教員数(cを除く。)

157

調査対象教員数・・・(a)
(a)の内、英語能力に関する
外部試験を受験した経験の
ある教員数・・・(b)

(b)の内、英検準１級以上等
を取得している教員数…
（ｃ）

346,094 124,591 3,333

注1）「調査対象教員数」とは、調査基準日時点において小学校に所属し、授業を担当している教員(校長、副校長、教頭、主
幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、講師(常勤に限る。))を指す。なお、臨時的任用の者及び非常勤講師は除く。

注2）小学校外国語活動等を担当するために、中学校、高等学校から来ている英語担当教員は除く。

注2）「英語能力に関する外部試験」とは、英検、TOEFL、TOEICを指す。

注3）「英検準１級以上等」とは、英検準１級以上以外にＴＯＥＦＬのＰＢＴ550点以上、ＣＢＴ213点以上、iBT80点
　　　以上又はＴＯＥＩＣ７３０点以上を指す。

教員が取得している資格・検定試験のスコア等がCEFRのＢ２レベル以上に該当

するか否かについては、各教育委員会において「英語力評価及び入学者選抜に

おける資格・検定試験の活用促進について」（平成27年3月31日付け26文科初第

1495号）などの通知や、英語４技能資格・検定試験懇談会による「英語４技能試

験情報サイト」（http://4skills.eiken.or.jp/）における「資格・検定試験CEFRとの対
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（オ）その他のALT等の人数（日本人） 3,023

（カ）その他のALT等の人数（外国人） 1,950

（キ）上記の他、「補習等のための指導員等派遣事業」のうち、小学
校における外国語活動（英語）で活用している人数

167

（ウ）派遣契約によるALTの人数 1,362

（エ）請負契約によるALTの人数 1,831

（ア）ＪＥＴプログラムによるALTの人数 2,216

（イ）自治体が独自に直接任用しているALTの人数 1,875

注4） 「派遣契約によるALT」とは、派遣先（教育委員会）と派遣契約を結んだ派遣元（会社）により派遣されるALTのこと。

注5） 「請負契約によるALT」とは、注文主（教育委員会）と請負契約を結んだ請負業者（会社）により派遣されるALTのこと。

注6）「その他のALT等」とは、ネイティブ・スピーカーや英語が堪能な地域人材で、以下の（ア）～（エ）に該当
　　　しない者などが含まれる（日本人、留学生等も含む）。なお、「その他のALT等（日本人）」とは、第一言語
　　　を日本語とする者とし、「その他のALT等（外国人）」とはそれ以外の者する。

小学校における
ALT活用人数

7．外国語指導助手（ALT）等の活用状況

注）各自治体や学校によって様々な呼称がありますが、本設問による「ALT」とは、「外国語活動等の授業で、
　　計画的・継続的に活用している外国人」とする。英語以外の外国語のみを担当するALTは含めないこと。

7-(1)ALTの活用人数の状況
【（オ）（カ）のみ、該当する場合は人数を入力する。（ア）～（エ）及び（キ）については教育委員会が回答する。】

注1）人数は、年間の契約人数の総数ではなく、調査基準日時点での人数を回答すること。

注2）「小学校におけるALT活用人数」とは、中学校、高等学校及び中等教育学校と兼務している人数を含む。
　　　同一ALTが2校以上の小学校で活用されている場合は、いずれか１つの学校で1名とカウントすること。

注3） 「自治体が独自に直接任用しているALT」とは、JETプログラム以外のALTで教育委員会が直接任用契約を結んで
　　　いるALTのこと。

小学校 5

ALTの任用・契約形態の状況【教育委員会が回答する。】

注１）複数回答可

注２）英語以外の外国語を担当するALTを含めないこと。

477

派遣契約によりＡＬＴを活用している自治体の数 0 4 260

都道府県

請負契約によりＡＬＴを活用している自治体の数 0

その他の方法によりＡＬＴを活用している自治体の数 1

独自でＡＬＴを直接任用している自治体の数 0

把握している 134 151 185 232

把握していない 130 278 79 197

派遣契約又は請負契約によるALTを活用している教育委員会において、ALTの賃金や社会保険の加入の状
況について、集計すること。また、把握していない場合は、その理由をそれぞれ記入すること。

派遣契約のALT
の賃金

請負契約による
ALTの賃金

派遣契約のALT
の社会保険の加
入の有無

請負契約のALT
の社会保険の加
入の有無

外国語指導助手の請負契
約による活用について（業
務内容の確認及び外国語
会話の実演）（平成26年8月
27日26初国教大92号）の内
容について

125 126 140 170

7-(3)派遣又は請負契約におけるALTの給与等の把握状況について（都道府県集計）

7-(2)小学校へのALTの民間委託等に関する留意事項の周知状況について（都道府県集計）

平成28年４月以
降に学校に文書
により通知

平成28年４月以
降に校長等管理
職を対象とする会
議で通知の内容
を周知

平成28年４月以
降に各学校の担
当者を対象とする
会議で通知の内
容を周知

平成28年４月以
降に学校へは周
知していない

指定都市 市区町村

ＪＥＴプログラムによりＡＬＴを任用している自治体の数 7 8 724

7 422

17 251

7

小学校 6
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7-(4)ALT等の年間活用総授業時数（平成27年度実績）
注1）

注2）

注3）

【小学校は回答しない（接続する中学校の担当者と連絡をとること。接続する中学校がまとめて回答する）】

注） 　実施内容が（2）ア～ウのいずれかに該当する場合、「実施した（する）」とすること。

8-(2)　外国語教育に関し、ア～ウのそれぞれに取り組んでいる中学校区数

イ．交流（情報交換した内容について研究協議する。互いの学校で授業を行う。）

　　　　例：指導方法等についての検討会、授業参観後の研究協議、

　　　　　　中学校教員による小学校での授業

ウ．小中連携したカリキュラムの作成

実施しなかった（しない）

平成28年度実績

ア．情報交換（互いの取組・実践を情報として交換する。）

　　　　例：授業参観、年間指導計画の交換

8．小中連携の状況（平成28年度）

8-(1)　小中連携の実施の有無

平成28年度

実施した（する）

ALT（※任用・契約形態は問わない）

1,279,441

785,423

1,293,690

802,318

留学生や、日本人で英語に堪能な地域人材 164,263 165,116

5年 6年

（a）外国語活動等
総実施時数の計

（b）ALT等活用
総授業時数の計

（a）外国語活動等
総実施時数の計

（b）ALT等活用
総授業時数の計

「外国語活動等」とは、「外国語活動」及び教科としての外国語教育を実施している場合の「外国語」を指
す。
　教育課程内として、モジュール学習（10分、15分などの時間を単位として取り組む学習）で外国語活動等
を設定している場合も含む。
「総合的な学習の時間」や「特別活動」において外国語に触れる時間は含めない。

１単位時間は45分として計算すること。単位時間の計算によって生じた小数点以下は、全て切り捨てて
計算すること。（学校全体の時間数で記入すること。）

（a）では、各学校の外国語活動等の年間総実施時数の合計を記入すること。
（b）では、（a）のうちALT等を活用した総授業時数の合計を記入すること。

【平成27年度実績】

小学校 7

9．外国語活動等におけるICT機器の活用状況（平成28年度）　

9-(1)　外国語活動等におけるICT機器活用の有無　

(1)の平成28年度実績で、｢活用した｣と回答した学校は、（２）及び（３）に回答すること。

9-(2)　活用したICT機器　

9-(3)　ICT機器活用頻度等　

補助的に活用 3,173 3,417 1,025

5,471 3,490 1,012 3,539

電子黒板 パソコン
書画カメラ

（実物投影機）
指導者用タブレット 児童用タブレット デジタルカメラ

　注）この項目は、外国語活動等を対象とし、学校の総体として回答すること。

平成28年度実績

活用した（する） 18,603

概ね毎時間活用
授業時数の半分

程度活用
ほとんど活用しない

主たる教材・教具
として活用

8,732 1,821 435

デジタルビデオカメラ TV会議システム その他

1,183 158 3,334

9,079 16,245

活用しなかった（しない） 1,076

小学校 8
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